
○益田市病児保育事業実施要綱 

平成２９年２月１０日 

益田市告示第２１号 

改正 平成２９年７月１８日告示第１９６号 

平成３０年３月１日告示第３７号 

平成３０年７月２３日告示第２１６号 

益田市病後児保育事業実施要綱（平成１９年益田市告示第１５号）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者の子育て及び就労の両立を支援し、もって児童の健

全な育成に寄与することを目的として、病気の回復期等にあり集団保育が困難

な期間にある児童に対し一時的な保育を行う病児保育事業（以下「事業」とい

う。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（事業の委託） 

第２条 市長は、事業の実施について、第４条に規定する要件を満たし適切な保

育環境が確保される施設（以下「実施施設」という。）を有し、かつ、適切な

事業運営を行うことができると認められる医療機関又は社会福祉法人（以下「実

施機関」という。）に委託するものとする。 

（対象児童） 

第３条 この事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、生後２か

月から満１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童で、次

の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 病気の回復期に至らず、又は病気の回復期にあり、安静の確保に配慮する

必要がある者（入院による加療の必要がある者を除く。）で、事業の利用が

可能であると医師が認めたものであること。 

(2) 保護者のいずれもが就労、傷病その他のやむを得ない事情により家庭にお

いて保育を行うことが困難な状況にあると認められる者であること。 

(3) 本市に住所を有する者又は保護者が市内に勤務先を有する者であること。 

（実施施設の要件） 

第４条 第２条に規定する実施施設は、次の各号に掲げる要件を全て満たすもの

とする。 

(1) 利用定員が２人以上であること。 

(2) 面積が利用定員１人当たり１．９８平方メートル以上であり、かつ、１室

８平方メートル以上である保育室を有すること。 

(3) 面積が利用定員１人当たり１．６５平方メートル以上である観察室又は安

静室（児童の静養又は隔離の機能を持つ部屋をいう。）を有すること。 

(4) 調理室及び調乳室（調理室の一部を調乳室として区画するものを含む。）

を有すること。 

(5) 施設の全域において、対象児童の安全面及び衛生面への配慮がなされてい

ること。 

(6) 対象児童の看護を担当する看護師等（看護師、准看護師、保健師又は助産



師をいう。）を利用児童おおむね１０人につき１名以上配置するとともに、

病児が安心して過ごせる環境を整えるために、保育士を利用児童おおむね３

人につき１名以上配置すること。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、同項第２号の保育室の面積又は同項第３

号の観察室若しくは安静室の面積の要件を満たさない施設であっても、当該施

設の設備、安全面及び衛生面への配慮その他の状況を勘案し、適切な保育を行

うことができると認められるものについては、実施施設と認めることができる。 

（実施日及び時間） 

第５条 事業の実施日は、次の各号に掲げる日（次条において「休業日」という。）

を除く日とする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

２ 事業の実施時間は、午前８時から午後６時までを基本とし、第２条の規定に

よる委託を受ける実施機関（以下「受託機関」という。）ごとに、協議して定

めるものとする。 

（利用期間） 

第６条 事業の１回当たりの利用期間は、連続した７日以内の期間（休業日を除

く。）とする。 

２ 受託機関は、前項の規定にかかわらず、対象児童の健康状態に対する医師の

判断その他の事情を勘案し、利用期間の延長が必要であると認める場合は、市

長の許可を得て当該期間を延長することができる。 

（利用の手続等） 

第７条 事業の利用を希望する対象児童の保護者（以下「利用希望者」という。）

は、あらかじめ益田市病児保育事業事前登録申請書（様式第１号）を市長に提

出し、利用登録を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、緊急かつやむを得ない理由があると認め

られる場合に限り、口頭による申請を受け、事後において前項の申請書の提出

を求めることができる。 

３ 市長は、前２項の規定による利用登録があったときは、その内容を審査し、

利用の可否の決定を行うとともに、当該決定の内容を益田市病児保育事業利用

登録（申請却下）通知書（様式第２号）により利用希望者に通知するものとす

る。この場合において、利用登録の有効期間は、当該申請をした年度の末日ま

でとする。 

４ 利用希望者は、事業を利用しようとするときは、利用を希望する日の前日ま

でに益田市病児保育事業利用申込書（様式第３号）及び医師の記入を受けた益

田市病児保育事業情報提供書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。

この場合において、医師による情報提供に係る書類の作成に係る費用は、利用

希望者が負担するものとする。 

（実費負担） 

第８条 前条第３項の規定による利用登録を受け事業を利用した対象児童の保護



者（以下「事業利用者」という。）は、当該利用児童の保育に係る実費の一部

について、別表第１に掲げる申請年度（４月から８月までに申請する場合にあ

っては、前年度）における世帯区分に応じ、当該世帯区分ごとに定める負担額

を受託機関に納めなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業利用者が別表第２に掲げる減額要件のいずれ

かに該当する場合の同項の負担額は、同表に定める減額率により、減額するも

のとする。この場合において、事業利用者が当該減額要件のいずれにも該当す

るときは、いずれか事業利用者が納めるべき負担額の総額が少なくなる方の減

額要件及び減額率を適用するものとする。 

（事業実施の報告） 

第９条 受託機関の長は、事業の実施状況について、事業実施月の翌月１０日ま

でに、益田市病児保育事業実績報告書（様式第５号）に、日報その他の実施状

況を証する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年２月１０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の益田市病後児保育事業実施

要綱の規定による病後児保育事業の利用登録を受けている児童の保護者は、こ

の告示による改正後の益田市病後児保育事業実施要綱の相当規定により利用登

録を受けたものとみなす。 

附 則（平成２９年７月１８日告示第１９６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の益田市病後児保育事業実施

要綱の規定による病後児保育事業の利用登録を受けている児童の保護者は、こ

の告示による改正後の益田市病児保育事業実施要綱（次項において「新要綱」

という。）の相当規定による利用登録を受けたものとみなす。 

３ 新要綱第７条第１項の規定による病後児保育事業の利用登録を受けようとす

る者は、この告示の施行の日（この項において「施行日」という。）前におい

ても、同項の規定の例により、その申請を行うことができる。この場合におい

て、市長は、施行日前においても、新要綱第７条第３項の規定の例により、利

用の可否の決定を行うことができる。 

４ 前項前段の規定は、新要綱第７条第４項の規定による病児保育事業の利用の

申込みをしようとする場合の手続について準用する。 

附 則（平成３０年３月１日告示第３７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この告示による改正後の益田市病児保育事業実施要綱第８条第２項の規定は、

同日以後に同項の減額要件に該当する保護者（同日前から連続して事業を利用

する者を含む。）の負担額の減額について適用する。 

附 則（平成３０年７月２３日告示第２１６号） 

この告示は、平成３０年７月２３日から施行する。 

別表第１（第８条関係） 

世帯区分 負担額 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護世帯 

無料 

市町村民税非課税世帯 １日につき ８００円 

上記区分に該当しない世帯 １日につき １，５００円 

別表第２（第８条関係） 

減額要件 減額率 

同一の対象児童について２日以上連続して事業を

利用する場合の当該児童の保護者 

２日目以降１００分の５０ 

同一日に保護者を同じくする２人以上の対象児童

について事業を利用する場合の当該児童の保護者 

２人目以降１００分の５０ 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

 


